
第8号様式記載の手引

1 こ の申告書の用途等

(1)こ の申告書は、解散 (合併による解散を除きます。以下同じ。)を した法人がその清算中に事業年度が終了し法人税の申告書

に基づいて道府県民税の申告をする場合及び当該事業年度の所得、付加価値額又は収入金額を解散をしていない法人の各事業

年度の所得、付加価値額又は収入金額とみなして事業税を申告する場合に使用します。

125 この申告書は、事務所又は事業所 (以下 「事務所等」といいます。)所 在地の都道府県知事に1通 を提出してください。ただ

し、2以 上の都道府県に事務所等を有する法人は、主たる事務所等所在地の都道府県知事に対しては、写し (提出用の写し)

1通 を添付してください。

2

欄 記 載 の し か た 留 責 事 項

1「※処理事項」 記載する必要はありませ

んn

2 金 額の単位区分 (けた)の あ

る欄

単位区分に従って正確に記載 してください。また記載すべき

金額が赤字額 となるときは、その金額の直前の単位 (けた)に

△印な付 してください^

3「 法人名」 法人課税信託の受託者が当該法人課税信託について、この申

告書を提出する場合にあつては、当該法人課税信託の名称を併

記 してください。

4「 所在地」 本店の所在地を記載 してください。なお、 2以 上の都道府県

に事務所等を有する法人が、当該都道府県内に支店等のみを有

する場合にあつては、主たる支店等の所在地も併記してくださ

い^

5「清算人自署押印」及び 「経理

責任者自署押印」

この申告書の作成時における法人の業務を主宰している者及

び経理の責任者が自署し、押印してください。

2以 上の都道府県に事務

所等を有する法人が主たる

事務所等以外の事務所等所

在地の都道府県知事に提出

する申告書については、記

名押印でも差し支えありま

せんn

6「従前の事業種目」 事業の種類を具体的に、例えば 「電気器具製造業」 と記載 し

ます。なお、 2以 上の事業を行 う場合にはそれぞれの事業を記

裁 し、キたる事業に①印力付 してください^

「資本金の額又は出資金の額」

及び 「資本金等の額」

清算中の事業年度の末日現在における資本金の額又は出資金

の額、法人税法第 2条 第16号に規定する資本金等の額 (保険業

法に規定する相互会社にあつては純資産額)を それぞれの欄に

記載します。なお、「資本金の額又は出資金の額」の ( )内 に

は、同日現在における資本金の額又は出資金の額が解散の日に

おける資本金の額又は出資金の額と異なる場合に、解散の日に
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空欄は、法人税の清算事業年度予納申告書及び法第72条の29

の規定による申告の場合は、「清算事業年度予納」とこれに係る

修正申告の場合は 「修正清算事業年度予納」と記載します。

「法人税法の規定によつて計算

した法人税額①」

法人税の申告書 (別表20(1))の10の欄の金額 (同欄の金額が1

00円未満の端数を切 り捨てた金額であるとき、又はその全額が1

00円未満であるためその全額を切り捨てたときは、その端数金

額又はその全額を切 り捨てる前の金額)を 記載し、( )内 には、

同表の使途秘匿金の支出に対する法人税額 (使途秘医金の40%

相当額)及 び土地譲渡利益金額に対する法人税額の合計額を記

載します。

2以 上の都道府県に事務

所等を有する法人及び東京

都の特別区と市町村とに事

務所等を有する法人 (以下

「都内分害J法人」といいま

す。)は 、記載する必要は

ありませんハ

10「法人税法第68条 (同法第144

条を含む。)の 規定による所得

税額の控除額②」

法人税の申告書 (別表20(D)の32の欄で控除した金額が同申

告書の29の欄に係る金額のみの場合には、同申告書の32の欄の

金額からみなし配当の25%に 相当する金額を除いた金額を記載

します。

法人税の申告書 (別表20

(1))の32の欄で控除した金

額が所得税額及び外国税額

のそれぞれを含む場合には、

同申告書の32の欄の金額か

らみなし配当の25%に 相当

する金額を除いた金額を②

の欄に記裁しますヘ

11「法人税法第69条の規定による

外国法人税の額の控除額③」

法人税の申告書 (別表20(1))の32の欄で控除 した金額が同申

告書の30の欄にかかる金額のみの場合には、同申告書の32の欄

の金額を記載 します今



欄 謂 裁 の し か た 留 意 事 項

12「当期中の残余財産の一部の分

配又は引渡しのうち清算所得

に相当する部分の金額に係る

法 人紳 相 当 箱 r451

法人税の申告書 (別表如0)の 7の欄の金額を記載します。

1負 階 付 い 人紳 嫡 笙 の 挫 除 短 61 第 6号 様式別表 2の 3の ⑤の計欄の金額を記載 します。

14「課税標準となる法人税額⑥」 (1)こ の金額に1,000円未満の端数があるとき、又はその全額が

1,000円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切り

捨ててください。

②  2以 上の都道府県に事務所等を有する法人及び都内分割法

人は、課税標準の総額 (第10号様式の①の欄の金額)を 記載

します命

15「2以上の道府県に事務所又は

事業所を有する法人における

課税標準となる法人税額⑦」

2以 上の都道府県に事務所等を有する法人が第10号様式の道

府県民税の 「分割課税標準額」の欄の当該都道府県分の金額を

記載 します。ただし、東京都に申告する場合にあっては、④及

び①の欄の金額の合計額を記載します。

一の都道府県にのみ事務

所等を有する法人は記載す

る必要はありません。

16「法人税割額

(⑥又は④×
而 ) ① 」

一の都道府県にのみ事務所等を有する法人は、⑥の欄の金額

に、 2以 上の都道府県に事務所等を有する法人は⑦の欄の金額

に税率を乗 じて計算します。ただし、東京都に申告する場合に

あつては、②及び②の欄の金額の合計額を記載します。

税額の計算を行 う場合の

税率は、各都道府県ごとに

定められた税率によつてく

ださい^

17「外国の法人税等の額の控除額

③」

第 6号 様式別表 3の ②の欄の金額 (2以 上の都道府県に事務

所等を有する法人にあつては、同表の①の欄の当該都道府県分

の金額)又 は第 6号 様式別表 3の 2の ①の欄の金額 (2以 上の

都道府県に事務所等を有する法人及び都内分割法人にあっては、

同表の①及び②の欄の東京都分のか額の合計額)″ 記裁1ンますハ

18「利子割額の控除に関する計算」

(①から③までの欄)

(1)② の欄には、第 6号 様式別表 4の 4の 「計 5」 の③の欄及

び第 9号 の2様式の 「合計⑤」の欄と同じ金額を記載します。

122 ①の欄には、②の欄の金額と③の欄の金額から◎の欄の金

額を控除した金額のうち少ない金額を記載します。

③ ③ の欄には、①の欄の金額から⑩の欄の金額を控除した金

額矛記載しますヘ

②及び①の欄は、この申

告の前の申告書のこれらの

欄に記載された金額に異動

がない場合であっても必ず

記載します。

19「痢1子割箱の枠除箱の 1 ⑩の欄の金額を記載します

20「差引法人税割額

③一③一① ①」

この金額に100円未満の端数があるとき、又はその全額が100

円未満であるときは、その端数金額又はその全額を切 り捨てて

くださV ハヽ

21「当期中の残余財産の一部の分

配又は引渡 しの額のうち清算

所得に相当する部分の金額に

係る法人税相当額⑬」

(D 法 人税の申告書 傷可表20(1))の7の欄の金額を記載します。

ただし、2以 上の都道府県に事務所等を有する法人にあつて

は、当該金額を第10号様式の道府県民税の 「分割基準」の欄

(道府県民税の 「分割基準」の欄に記載しないときは、事業

税の 「分答1基準」の欄)の 合計の数値で除して得た額に道府

県民税の 「分割基準」の欄の都道府県ごとの小計の数値を乗

じて得た金額を記載します。

② こ の金額に1,000円未満の端数があるとき、又はその全額が

1,000円未満であるときは、その端教金額又はその全額を切り

捨ててください。

法人税の申告書 (別表20

(1))の7の欄の金額を第10

号様式の 「分害1基準」の欄

の合計の数値で除して得た

数値に小数点以下の数値が

あるときは、小数点以下の

数値のうち 「分割基準」の

欄の数値のけた数に 1を加

えた数に相当する数の位以

下の部分の数値を切 り捨て

てください。

22「⑬Xl而  ② 」 東京都に申告する場合にあつては、①及び②の欄の金額の合

計額を記載します。

税額の計算を行 う場合の

税率は、各都道府県ごとに

定められた税率によってく

ださv ヘヽ

「算定期間中において事務所等

を有していた月数①」

この月数は、暦に従つて計算し、 1月 に満たないときは1月

とし、1月に満たない端数を生じたときは切り捨ててください。

算定期間中に事務所等又

は寮等の新設又は廃止があ

つた場合は、その月数には

新設又は廃止の日を含みま

す。



欄 記 載 の し か た 留 意 事 項

24「円× f)①」
(D こ の金額に100円未満の端数があるときは、その端数金額は

切り捨ててください。

② 東 京都に申告する場合は、次に掲げる法人の区分ごとに、

それぞれに定める金額を記載します。

④ 東 京都の特別区のみに事務所等又は寮等を有する法人

主たる事務所等又は寮等所在の特別区の均等割額 (道府県

分と市町村分)に 従たる事務所等又は寮等所在の特別区の

数に応じた特別区の均等害r額 (市町村分)を カロ算した金額

0 東 京都の特別区と東京都の市町村のいずれにも事務所等

又は寮等を有する法人 道 府県分の均等割額に事務所等又

は寮等所在の特別区の数に応じた特別区の均等害1額 (市町

村分)を 加算した金額

0, 東 京都の市町村のみに事務所等又は寮等を有する法人

事務所等又は寮等の所在する市町村の数にかかわりなく一

の道府県分の均等割額

特別区に事務所等又は寮

等を有する法人が東京都に

申告する場合にあっては、

第6号様式別表4の 3の 「均

等害1額の計算」の③の欄の

金額を記載します。

「東京都に申告する場合の①の

計算」(④から②までの欄)

(1)④ の欄は、東京都の特別区のみに事務所等を有する法人に

あつては⑥の欄の金額を記載 し、2以 上の都道府県に事務所

等を有する法人及び都内分割法人にあつては第10号様式の道

府県民税の 「分割課税標準額」の欄の東京都の特別区分の金

額を記載します。

② ② の欄は、東京都の市町村のみに事務所等を有する法人に

あっては⑥の欄の金額を記載 し、2以 上の都道府県に事務所

等を有する法人及び都内分割法人にあつては第10号様式の道

府県民税の 「分割課税標準額」の欄の東京都の市町村分の金

額を記載します。

ただし、東京都の2以 上の市町村に事務所等を有する法人

は、上記 「分割課税標準額」の欄の市町村分の合計額によら

ず次の算式により算定した金額を記載します。

東京都の市町村分の従業者数
法人税額 ×

従業者の総数

東京都以外の道府県に申

告する場合は、記載する必

要はありません。

「東京都に申告する場合の①の

計算」(⑤から④までの欄)

(1)⑤ の欄は、東京都の特別区のみに事務所等を有する法人に

あっては法人税の申告書 (別表20(1))の7の欄の金額を記載

し、2以上の都道府県に事務所等を有する法人及び都内分割

法人にあつては同表の7の欄の金額を第10号様式の道府県民

税の 「分割基準」の欄の合計の数値で除して得た額に東京都

の特別区分の 「分割基準」の数値を乗じて得た金額を記載し

ます。

125 ②の欄は、東京都の市町村のみに事務所等を有する法人に

あっては法人税の申告書 (別表20(1))の7の欄の金額を記載

し、2以上の都道府県に事務所等を有する法人及び都内分割

法人にあつては、同表の7の欄の金額を第10号様式の道府県

民税の 「分割基準」の欄の合計の数値で除して得た額に東京

都の市町村分の 「分割基準」の数値を乗じて得た金額を記載

します。

東京都以外の道府県に

申告する場合は、記載す

る必要はありません。

法人税の申告書 (別表

21(1))の7の欄の金額を

第10号様式の「分割基準」

の欄の合計の数値で除し

て得た数値に小数点以下

の数値があるときは、小

数点以下の数値のうち、
「分割基準」の欄の合計

の数値のけた数に1を加

えた数に相当する数の位

以下の部分の数値を切 り

捨ててくださぃ^

事業税の 「所得割」

③ から③までの欄)

(D ② の欄は、法第72条の41の規定の適用を受ける法人、租税

特別措置法第61条の規定の適用を受ける法人、同法第67条の1

4第 1項の規定の適用を受ける法人又は同法第67条の15第1項

の規定の適用を受ける法人にあっては第 6号 様式別表 5の②

の欄の金額を、その他の法人にあつてはこの申告書の⑤の欄

の金額を記載します。

② ③ から⑤までの各欄は、次に掲げる法人の区分に応 じそれ

ぞれに定める金額を記載します。

142 2以 上の都道府県に事務所等を有する法人 第 10号様式

の事業税の 「分割課税標準額」の欄のうち当該都道府県分

の金額を記載します。

(D 収 入金額課税法人 (電

気供給業、ガス供給業及

び保険業を行う法人)は、

記載する必要はありませ

ん 。

K21 その事業年度が 1年 に

満たない場合において、

②の欄の金額が年400万

円を超え年800万円以下

であるときの①の欄の金

額は、②の欄の金額から

3



欄 記 載 の し か た 留 意 事 項

0 -の 都道府県にのみ事務所等を有する法人 ② の欄の金

額が年400万円 (その事業年度が 1年 に満たない場合にお

いては、400万円にその事業年度の月数を乗じて12で除し

て得た金額。以下同じ。)以 下であるときはその金額を⑤

の欄に、年400万円を超え年800万円 (その事業年度が 1年

に満たない場合においては、800万円にその事業年度の月

数を乗じて12で除して得た金額。以下同じ。)以 下である

ときにはこれを年400万円以下の金額及び年400万円を超え

年800万円以下の金額に区分 してそれぞれ③及び⑭の各欄

に、年800万円を超えるときはこれを年400万円以下の金額、

年400万円を超え年800万円以下の金額及び年800万円を超

える金額に区分してそれぞれ③、⑭及び⑤の各欄に記載し

ます。

0, 特 別法人 (協同組合等) 所 得金額が年400万円以下であ

るときはその金額を⑤の欄に、年400万円を超えるときは

年400万円以下の金額を③の欄に、年400万円を超える金額

を②の欄にそれぞれ記載します。

①の欄は、法第72条の24の 7第 3項 の規定により軽減税率

が適用されない法人がその所得金額を記載します。

③から③までの各欄の課税標準の額に1,000円未満の端数が

あるとき、又はその全額が1,000円未満であるときは、その端

数金額又はその全額を切 り捨て、税額に100円未満の端数があ

るとき、又はその全額が100円未満であるときは、その端数金

額又はその全額を切り捨ててください。

の

③の欄の金額 (端数を切

り捨てる前の金額)を 控

除して算出し、②の欄の

金額が年800万 円を超え

るときの⑤の欄の金額

は、②の欄の金額から③

及び①の各欄の金額 (端

数を切 り捨てる前の金

額)を 控除して算出しま

す。

軽減税率の適用されな

い法人とは、解散の日に

おいて、3以 上の都道府

県に事務所等を設けて事

業を行 う法人で、資本金

の額又は出資金の額が1,

000万 円以上の法人をい

います。

28「付加価値割」(③及び①の欄) 法第72条の2第 1項第 1号 イに掲げる法人 (外形対象法人)

が次のように記載します。

(1)③ の欄は、第 6号 様式別表 5の 2の ①の欄の金額を記載し

ます。

129 ③の欄の課税標準の額は、一の都道府県にのみ事務所等を

有する法人にあつては③の欄の金額を記載 し、2以上の都道

府県に事務所等を有する法人にあつては第10号様式の事業税

の 「分割課税標準額」の欄の当該都道府県分の金額を記載し

ます。

この場合において課税標準の額に1,000円未満の端数がある

とき又はその全額が1,000円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切 り捨て、税額に100円未満の端数があるとき

又はその全額が100円未満であるときは、その端教金額又はそ

の合額々切り捨ててくださいへ

29「収入害J」(④及び④の欄) 収入金額課税法人のみが次のように記載します。

(1)① の欄は、電気供給業及びガス供給業を行 う法人にあつて

は第6号様式別表 6の③の欄の金額を、生命保険会社又は外

国生命保険会社等にあつては第 6号様式別表 7の⑤の欄の金

額を、損害保険会社又は外国損害保険会社等にあつては第 6

号様式別表 8の⑦の欄の金額を、少額短期保険業者にあつて

は同表の④の欄の金額を記載します。

② ④ の欄の課税標準の額は、一の都道府県にのみ事務所等を

有する法人にあっては④の欄の金額を記載 し、2以上の都道

府県に事務所等を有する法人にあつては第10号様式の事業税

の 「分害1課税標準額」の欄の当該都道府県分の金額を記載し

ます。

この場合において課税標準の額に1,000円未満の端数がある

とき又はその全額が1,000円未満であるときは、その端数金額

又はその全額を切 り捨て、税額に100円未満の端数があるとき

又はその全額が100円未満であるときは、その端数金額又はそ

の金額を切り捨ててください。

4



欄 記 載 の し か た 留 意 事 項

「既に納付の確定した当期分の

残余財産の一部の分配又は引

渡しに係る事業税額④」

法第72条の29第1項ただし書の規定により、この申告書に係

る清算中の事業年度の期間中に残余財産のうち解散当時の資本

金額等 (その解散の時からその分配又は引渡しをしようとする

時までの間に生じた法人税法第 2条 第18号に規定する利益積立

金額がある場合には、その利益積立金額を含みます。以下同じ。)

を超える部分の分配又は引渡しをしている場合のその超える部

分の金額 (その事業年度の期間中に2回 以上解散当時の資本金

額等を超える残余財産の一部の分配又は引渡しをしているとき

は、その解散当時の資本金額等を超える金額の合計額)に 係る

事業税として納付した金額を記裁しますハ

31「この申告により納付すべき事

業税額②一①一④ ⑤ 」及び
「①の内訳」

(①から④までの欄)

⑤の欄は、②の欄から④の欄及び④の欄の金額を控除した金

額を記載し、④から④までの欄は、その割ごとの内訳の金額を

それぞれ記載します。この場合において、⑤から④までの欄に

負数が生じるときであっても、△印を付 してそのまま記載して

くださいn

「所得金額の計算」

(①から①までの欄)

法第72条の41の規定の適用を受ける法人、租税特別措置法第6

1条の規定の適用を受ける法人、同法第67条の14第1項の規定の

適用を受ける法人又は同法第67条の15第1項 の規定の適用を受

ける法人以外の法人が次のように記載します。

(1)① の欄は、法人税の明細書 (別表 4)の 30の欄の金額を記

載します。

①の欄は、法人税の明細書 (別表 4)の 30の欄の計算上損

金に算入している所得税額がある場合において、当該所得税

額を記載 します。したがって法人税法第40条の規定により納

付した所得税額を損金に算入していない場合においては、記

載する必要はありません。

①の欄は、外国の事業に帰属する所得以外の所得に対して

課された外国法人税の額について法人税法第69条に規定する

外国税額の控除の適用を受けた法人が外国の事業に帰属する

所得以外の所得に対して課された外国法人税の額のうち、法

人税の明細書 (別表4)の 26の欄の金額を記載します。

①の欄は、第 6号 様式別表 9の 当期控除額の 「計」の欄の

金額又は第6号 様式別表10の当期控除額の 「計」の欄の金額

を記載します。

②の欄は、法第72条の23第 1項 の規定によりその例による

こととされている法人税法第59条第 1項又は2項 の規定の適

用を受けようとする場合に第 6号様式別表11の①の欄、②の

欄又は①の欄の金額を記載します、

(妙

1 3 9

④

0

33「法第15条の4の徴収猶予を受

けようとする税額①」

2以 上の都道府県に事務所等を有する法人が修正申告に係る

税額につき徴収猶予を受けようとする場合において第 1号様式

による届出書に代えようとするものが記載してください。この

場合に記裁する金額は、①の欄に記裁 した金額と⑤の欄に記載

した金額の合計額と同額になります。


